（連合）＜政策ニュースレター第402号＞

一定以上所得者の利用者負担や補足給付等について議論

第49回社会保障審議会 介護保険部会

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

社会保障審議会介護保険部会の第49回会合が9月25日（水）、都内ホテルで開催された。

　一定以上の所得のある者への負担について、具体的な基準として高齢者の上位2割に相当する年金収入280万円以上の案と、年金収入が290万円以上の案の2つが厚労省により提示された。委員からは所得の高い高齢者の負担を増やす方向性に理解を示す意見が多かったものの、同省による案を支持する委員と、医療保険の「現役並み所得383万円」を採用すべきとする委員で意見が分かれた。補足給付に関しては、資産勘案をする自治体の事務量増加や障害者年金の所得勘案などについて懸念が示された。他に、市町村民税が非課税の高齢者を対象に、現行50％の軽減割合を70％に引き上げる第１号保険料の低所得者軽減を強化する案が提示された。

　連合の伊藤委員は、一定以上の所得のある者への負担や補足給付の資産勘案において、高齢者の生活実態や意識など実相を丁寧に考慮して、慎重な検討を行うよう主張。また、制度変更にともなう自治体の事務の実態を十分に把握した上で実施するよう国に求めた。

　主な審議内容は、以下の通り。 

（委員）一定所得以上の者の利用者負担について、2割負担になると所得判定が必要となり事務は非常に煩雑になるため、実務者レベルで市町村との協議を十分、行ってほしい。補足給付について、生活保護でさえほとんどの金融機関は非協力的だった。介護保険の分野においても金融機関とともに市町村が個人の金融資産を把握するのは、難しいのではないか。市町村の事務負担に関して、現実的な検証を行ってほしい。また、社会保障・税一体改革で、低所得者保険料の軽減強化のために1,300億円程度を充てるとされているが、これを確実に低所得者対策に充当してもらいたい。

（委員）2割負担になれば増えた額に相当するサービスの利用をやめるか、その費用を捻出するために生活を切り詰めざるを得ない。サービス利用者は80～90歳代が中心であり、少なくとも75歳以上の高齢者の負担能力を慎重に検討する必要がある。

（委員）定期的に医療や介護保険料が上がっていき、可処分所得が目減りしていく。そうしたことも勘案して自己負担２割を考えるべきであり、線を引くのは383万円が妥当かと考える。補足給付における不動産の資産勘案については、事務的なコストが多くかかるため反対。非課税年金の場合は、遺族年金に限っては勘案していいと思うが、障害年金は勘案するべきではない。

（委員）障害者年金の所得勘案については、慎重な議論が必要だ。

（委員）8％、10％に引き上がる消費税のどの程度を介護の充実に使うのか。また、補足給付の資産把握について、市町村の負担は相当なものになる。補足給付については介護給付費以外での対応で整理されるべき。

（事務局）実務を運用する上で非常に課題が多いという指摘は、その通りであり、現場の担当者とも意見交換をしていきたい。金融機関との協力も大事な課題だと思っており、よく整理をしたい。利用者負担を2割にした場合や資産勘案をした場合の施策の効果は、いろいろな要素を考慮する必要があり、現在、試算をしているため、整理したら報告したい。どの辺で公平な負担のラインを引くことが適当なのか、皆さんの議論をお願いしたい。

（委員）一定所得以上の者の利用者負担は、新たな不公平を生むのではなく、今の不公平な状況を改善するのに大いに貢献すると評価する。

（委員）農山村では売却等が不可能な不動産が多く存在しており、土地等を担保設定することが非常に難しい場合や、担保設定できたとしても、少額な担保設定となる場合など様々なケースが想定され、実務的に執行可能かどうか危惧する。

（連合委員）年金の給付減額や社会保険料負担の変化も踏まえ、所得基準は丁寧に検討してもらいたい。全国消費実態調査では家族に要介護認定者がいる世帯とそうでない世帯で、支出の内容に大きな差があることが分かった。そうしたことも今後の議論で説明いただきたい。補足給付に関して、葬祭費用を自分で用意しているケースが非常に多い。また、ライフエンディング・ステージの創出に向けた経産省による報告書によると、ライフエンド後にかかる費用の準備をする人が７割近くいる。配偶者や子どもなどに任せるのは16.7％にとどまっており、高齢者の意識やそれぞれのライフプランを十分尊重して、対応するという丁寧さが必要だ。子どもと同居している場合、リバースモーゲージの対象から外れるとされるが、偽装家族のような形態を防がなければならず、実務上の検討には難しい課題がたくさんある。今回の改革では市町村に対して多くの役割を提示しているが、実務として行えるかという観点で検討してほしい。

（事務局）偽装家族のようなことも考慮しながら、実務を整理していきたい。

（委員）同じサービスを受けながらも実際に支払う金額に違いが出るときの不満の矛先は、ケアマネージャーに向く可能性があるため、保険者が責任を持って現場に対する説明や周知を行うことは必須だ。

（委員）大きな制度改定があるときは、事業者や生活相談員、ケアマネージャーなどが利用者に納得してもらえる説明ができるような研修をお願いしたい。

（委員）一定所得以上の利用者負担で、どこでラインを引くかについては、住民税の負担能力がある層を第一に考えるべき。後期高齢者医療制度の導入時のような混乱が起きないよう国民に分かりやすく説明をし、様々な広報活動を展開してもらいたい。

（委員）保険料を支払っているにも関わらず自分の親が倒れたときに仕事を辞める介護離職が多い。まずは、もっと生活に浸透した介護保険であってほしい。

（委員）自己負担というより、保険料で広く薄く負担するのも方法ではないか。

（連合委員）リバースモーケージの委託先は金融機関という話があったが、生活福祉資金貸付との関係について説明してほしい。

（事務局）低所得者向けの不動産担保貸付制度は、基本的に在宅で生活している人に対して実施している。今回の提案は、施設に入所する補足給付を受けている人を対象として行うこととしており、棲み分けできると考えている。

以上

